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１ 地域包括支援センターを取り巻く状況 

 

（１）高齢化の急速な進行 

吹田市の人口は、平成２８年（２０１６年）３月末現在で３６７，５１０

人、前年度（３６２，８９９人）と比較して４,６１１人増加しており、６５

歳以上の高齢者人口は前年同月比２，３８７人増の８４，６３６人（高齢化

率２３．０％）となっています。 

地域包括支援センター（以下、「包括センター」という。）担当地域におけ

る６ブロックの高齢化率は、高い順からＪＲ以南地域２９．４％（１０，２

６２人）、千里ニュータウン・万博・阪大地域２９．２％（１９，５０２人）、

片山・岸部地域２３．９％（１２，８４３人）、山田･千里丘地域２１．４％

（２０，０２５人）、千里山・佐井寺地域１８．８％（１０，０６４人）、豊

津・江坂・南吹田地域１８．４％（１１，９４０人）となっています。 

平成２６年度（２０１４年）と比較して豊津・江坂・南吹田地域及び千里

ニュータウン・万博・阪大地域では高齢化率が低下していますが、吹田市全

体では高齢化率が上昇しています。 

 

（２）地域包括ケアシステムの構築と包括センターの役割 

高齢化の進行に伴い、高齢者が尊厳を保ちながら、要介護状態になっても、

住み慣れた地域で自分らしい生活を続けることができるよう、住まい・医療・

介護・予防・生活支援が一体的に提供される体制（地域包括ケアシステム）

が必要です。  

本市での地域包括ケアシステムの構築に当たっては、第６期吹田市高齢者

保健福祉計画・介護保険事業計画において、包括センターを、地域包括ケア
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システムの中核機関と位置づけ、「身近なところでの相談支援機能の充実」「各

地域で開催される地域ケア会議を活用したネットワークづくり」「包括的なケ

アを行える体制の構築」の３項目を主な目標として掲げ、取り組んでいきま

す。 

具体的には医療と介護の連携や、認知症高齢者への支援、介護予防、包括

センターの機能強化等に取り組み、医療、介護、介護予防の取組を相互に連

携させながら展開していくことにより、地域包括ケアシステムの構築を進め

ていきます。 

 

 

２ 平成２７年度（２０１５年度）取組内容と平成２８年度（２０１６年度）

取組計画 

 

（１）平成２７年度（２０１５年度）の取組内容 

平成２７年度は介護保険制度改正に伴う対応を中心に、包括センターの機

能強化に取り組むとともに、地域ケア会議等を継続して実施することにより、

サービス圏域ごとのネットワークの構築に努めてまいりました。 

 

ア 介護保険制度改正に伴う「新しい介護予防・日常生活支援総合事業」

の実施に向けた検討会議等を開催し、併せて支援を要する高齢者の増加

に伴い、身近なところでの相談支援が可能となるよう、平成２８年度か

ら包括センターを１５か所整備しました。 

 

イ 委託型包括センターに対して、公正・中立性の評価（評価期間：平成
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２７年４月１日～９月３０日）及び包括センター業務に関する自己評価

（評価期間：平成２７年１月１日～平成２７年１２月３１日）を実施し

ました。 

評価の結果、委託型包括センターが設置されて３年半が経過する中、

どの事業所も概ね適正に事業を実施しており、身近なところでの相談支

援ができる場所として地域に定着している状況が確認できました。 

 

ウ 直営型包括センターが参加する地域包括支援センター連絡会を毎月開

催し、運営方針等を検討するとともに、各包括センター長が参加する地

域包括支援センター長会議を毎月開催し、包括センター間の活動交流、

運営方針の提示等を行いました。 

 

エ 各包括センターの専門職員による高齢者虐待対応評価会議、介護予防

の推進に関する会議、包括的・継続的ケアマネジメント支援に関する会

議等の専門部会を定期的に開催し、事業の推進と職員の専門性の向上に

努めました。 

 

オ 包括センター職員の資質向上等については、大阪府主催研修等の外部

研修に積極的に参加するとともに、職員研修として「地域づくりによる

介護予防事業の展開」をテーマに平成２８年３月３１日に実施しました。 

 

  カ 包括センターの役割をより多くの市民に周知し、包括センターの利用

を促進するため、「吹田市ホームページ」、「市報すいた」、「コミセンだよ

り」や関係機関の広報紙への掲載、介護予防講演会、出前講座、認知症
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サポーター養成講座等の場を活用し、市民への周知を行いました。 

また、地域で高齢者を支援されている方へも、地区民生・児童委員会

議等、地域で活動する団体の会議等を活用して周知を図りました。 

 

キ 地域包括支援センター運営協議会全体会を開催し、関係機関・団体推

薦、市民公募等の方法による幅広い委員の参加のもと、包括センターの

運営状況の検討や活動の評価等を行いました。 

 

（２）平成２８年度（２０１６年度）の取組計画 

   平成２８年度は、地域包括ケアシステムの構築を目標に掲げ、介護保険

制度改正への対応を中心に進めるとともに、包括センターの機能強化に取

り組んでいきます。 

 

ア 介護保険制度改正への対応 

「新しい介護予防・日常生活支援総合事業」の実施に向けて包括セン

ターの体制を整備し、平成２９年度（２０１７年度）から事業を実施で

きるよう関係部局と協力して取り組んでいきます。また、介護保険法の

自立支援の理念や介護予防の推進、サービス整備圏域でのネットワーク

構築のため、地域ケア会議の充実を目指します。 

 

イ 包括センターの機能強化 

  高齢福祉室が基幹型包括センターとなり、サービス整備圏域ごとに直

営型包括センターと委託型包括センターが連携して高齢者への支援を実

施していますが、今後も包括ケアシステムの中核機関としての役割を担
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うため、業務内容や人員体制等の検討を行うとともに、地域包括支援セ

ンター運営協議会等による評価や、業務におけるＰＤＣＡマネジメント

サイクルを重視し、より効果的な運営を目指していきます。 

 

ウ 委託型包括センター業務に関する評価 

公正・中立性を確保しながら直営型包括センターとの一体的な運営の

実施を目的とし、委託型包括センター業務に関する評価を行い、支援を

実施します。 

 

エ 包括センター間の情報共有等 

包括センターの運営方針等を検討するため、直営型包括センターが参

加する地域包括支援センター連絡会を毎月開催します。また、包括セン

ター間の情報共有や活動交流、運営方針の提示等を行うため、各包括セ

ンター長が参加する地域包括支援センター長会議を毎月開催します。 

 

オ 事業の推進・専門性の確保等 

包括センター職員による事業の推進、資質の向上、困難事例への対応、

専門知識を習得することを目的に、各包括センター職員により専門部会

等を定期的に開催します。また、包括センター職員を対象にした、職員

研修会等にも参加します。 

 

 カ 包括センターの周知・啓発 

包括センターの利用を促進するため、広報や講演・講座を活用し周知

に努めます。また、地域で高齢者を支援されている方へは、関係する地
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域活動団体の会議等を活用して周知を図っていきます。 

 

キ 包括センターの運営状況の評価 

地域包括支援センター運営協議会全体会を開催し、包括センターの運

営状況の検討や活動の評価等を行っていきます。 

 

 

３ 包括的支援事業 

 

（１）総合相談支援業務 

総合相談支援業務は、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人

らしい生活を継続していくことができるよう、地域における関係者とのネ

ットワークを構築するとともに、高齢者の心身の状況や生活の実態、必要

な支援等を幅広く把握し、相談を受け、地域における適切な介護・保健・

医療・福祉サービス、機関又は制度の利用につなげる等の支援を行うこと

を目的としています。 

 

ア 地域におけるネットワークの構築について 

本市は、介護・保健・医療・福祉、並びに地域における関係機関（以

下「関係機関」という。）の円滑な連携のもと、支援を要する方々に効果

的に包括的な支援が行えるよう、それら関係機関のネットワークの形成

及び推進を図ることを目的として吹田市地域ケア会議（以下「地域ケア

会議」という。）を設置しています。 

地域ケア会議は三層構造になっており、各機関の代表者により構成さ

れ、意見を集約する報告会（年１回開催）と市内の６ブロックから出さ
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れた意見を調整し、地域の社会資源を活用・開発する調整会議及び６ブ

ロックごとのブロック別会議（定例会・随時会）があり、その他に研修

会を年１回開催しています。 

平成２７年度は年３回調整会議を開催し、ブロック別定例会は市内６

ブロックごとに各包括センターを事務局として、各ブロック年５回、吹

田市全体では合計３０回開催しました。ブロック別定例会では事例検討

を中心に行っており、個々の事例を通して要援護者等の実態やニーズの

把握並びに介護・保健・医療・福祉サービスの総合調整を行っています。 

    ブロック別定例会は、医師会、歯科医師会、薬剤師会、自治会連合協

議会、居宅介護支援事業者、介護保険サービス事業者、民生・児童委員

協議会、地区福祉委員会、社会福祉協議会、保健所、包括センターが一

堂に集まる会議であり、地域の関係機関が集まることで、地域で起こっ

ている様々な問題を共通の認識とし、支援を必要とする高齢者を発見し

て適切な支援につなげるネットワークの場になっています。 

平成２７年度は、テーマに沿った学習会や高齢者虐待防止への取組な

ど、各ブロックごとの地域課題に取り組んでまいりました。 

平成２０年度（２００８年度）からは、ブロック別定例会だけでなく、

虐待など支援困難事例の検討を随時に行う会議として、ブロック別随時

会を開催しています。ブロック別随時会は関係機関等が参加し、お互い

の連携のもと、具体的な支援の方策の検討及びサービスの調整を行い、

介護支援専門員を直接支援することを目的としています。 

平成２７年度は、ブロック別随時会を２回開催しました。支援にかか

わる関係機関から専門的な意見を聞くことができたので、その後の問題

解決につながったものと考えています。 
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平成２８年度においても、包括センターが事務局として事例検討や社

会資源の学習等を行い、地域の関係機関の人的ネットワークと情報のネ

ットワークの推進や地域課題の解決に向けた取り組みを進めていきたい

と思います。 

 

イ 高齢者の実態把握 

   高齢者や家族等からの支援を求める声を待っているだけでは地域に

存在する問題やニーズを発見することはできません。家庭訪問や地域活

動への積極的な訪問・参加により情報収集する必要があります。また、

地域ケア会議等を通じて、地域の関係機関との顔の見える関係づくりを

行い、情報が寄せられやすい体制を構築していきます。 

地域住民の福祉に関する相談や支援を行っている民生・児童委員は地 

域の様々な問題を把握しています。平成２７年度は、包括センターの職

員が各地区の民生・児童委員会議に出席し、連携を図っており、平成２

８年度についても同様に連携を進めてまいります。 

また、社会福祉協議会のコミュニティ・ソーシャル・ワーカー（以下

「ＣＳＷ」という。）は、「住民の地域福祉活動を支援し、住民と共に個

別支援を担うワーカー」という役割を担っており、小地域ネットワーク

活動等の地区福祉委員会活動を支援しています。 

ＣＳＷは、日頃より地区福祉委員等と密接に連携することにより、地

域での問題点やニーズを把握しており、ＣＳＷと包括センターが連携す

ることにより、解決への糸口を見いだすことができた事例もあり、引き

続きＣＳＷとの連携強化を図ります。 
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ウ 総合相談支援 

  総合相談支援については、地域に住む高齢者等の様々な相談を受け

止め、適切な機関、制度、サービスにつなぎ、継続的なフォローを行

います。包括センターには、当事者、家族・親族、近隣の住民、地域

のネットワーク等を通じて様々な相談が寄せられます。相談の最初の

段階では、相談者との信頼関係の構築が重要であり、相談者の抱えて

いる問題を受け止める必要があり、相談者が抱えている問題や状況を

的確に把握したうえで緊急性の判断を行います。 

     緊急性の判断レベルについては、レベル１からレベル４までの４段

階に分かれており（地域包括支援センター運営マニュアル２０１２長

寿社会開発センター発行）、レベル１は一般的な情報提供、レベル２は

必要な情報提供、関係機関や団体等の紹介・つなぎ、レベル３は継続

的な関与、訪問面接等、レベル４は危機介入を想定しています。そし

て、問題が各段階のいずれの状況にあるかを判断したうえで、場合に

よっては事例ごとに対応できるチームを編成し対処します。 

情報提供については、各種制度の案内や資料を収集し、各種サービ

スや高齢者施設の案内等、様々な情報を紹介しており、専門的・継続

的な関与・緊急の対応が必要と判断した場合は、相談者だけではなく、

当事者、家族や関連する機関から情報を収集し、社会福祉士、主任介

護支援専門員と保健師が協議したうえで今後の支援計画を策定します。 

総合相談で受けた事例の支援策については、初期相談の記録や収集

した情報を記した「利用者基本情報」をもとに課題を明確にし、提供

すべき情報や連携すべき関係機関等を視野に入れたアセスメント（問

題把握）を行って策定します。その後、策定した計画に基づき、サー
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ビス提供機関や専門相談機関への紹介を行いますが、紹介後も継続的

な支援のためのモニタリングを行っています。継続的な支援を行うた

めに、「利用者基本情報」と経過を記した「支援・対応経過シート」を

総合相談台帳として整備し、状況や経過を職員で共有しています。ま

た、虐待等の緊急に介入が必要な場合には、包括センターと関係機関

が連携し、迅速に対応する必要があります。 

   平成２８年４月から包括センターが１５か所となり、より身近な所

で相談を受ける体制が整いました。平成２７年度の総合相談支援事業

の実施件数は１２，８１０件ですが、平成２８年度についても、高齢

者が自分らしい生活を継続するために、地域や家族の特性を踏まえた

支援を行っていきます。 

 

（２）権利擁護業務 

独居等の認知症等高齢者で、世帯内に適切な意思決定を行える人がいな

い場合や、虐待やリフォーム詐欺など他者からの権利侵害が疑われる場合

等のように、高齢者が地域生活において困難を抱えた場合には、地域の住

民や民生・児童委員、介護支援専門員などの支援だけでは十分に問題が解

決できず、適切なサービス等にもつながらず、問題を抱えたまま生活して

いる場合があります。権利擁護業務は、困難な状況にある高齢者が地域に

おいて尊厳ある生活を維持し、安心して生活を行うことができるよう専門

的・継続的な視点から支援を行うものです。 

 

ア 高齢者虐待への対応 

地域において高齢者虐待を防止するためには、個々の被虐待高齢者への
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対応とともに、予防や早期発見に向けて「高齢者虐待防止ネットワーク」

の構築等が必要です。平成２７年度も従来と同様に、高齢者虐待防止啓発

用パンフレット等を活用し、介護保険事業者や民生・児童委員等の関係者

に配布するとともに、出前講座等で広く市民への啓発を行いました。 

また、地域におけるネットワークの構築を図るため設置している地域

ケア会議は、大阪弁護士会や吹田警察署、民生・児童委員協議会等の参

加を得て「高齢者虐待防止ネットワーク」としての役割も担っています。

平成２７年度第４回地域ケア会議ブロック別定例会では、全ブロックに

おいて共通の高齢者虐待に関する事例を通じグループワークを行い、高

齢者虐待対応の紹介や包括センターの役割、高齢者虐待に対する正しい

理解と早期発見の重要性等の啓発を計２２７名の介護支援専門員、介護

保険事業者、地域の支援者等に行いました。 

 平成２７年度には、高齢者虐待について７４件の通報があり、うち５

４件を高齢者虐待と確認し、のべ１，２３６回の支援を行いました。具

体的な高齢者虐待の対応については、４８時間を目安に事実確認を行い、

コアメンバー会議（※１）を開催し、市が虐待と確認した事例について

は、包括センター職員向けの「吹田市高齢者虐待防止マニュアル」を改

正した「吹田市養護者による高齢者虐待防止マニュアル」を活用し、市

と包括センターが協力し、市内の介護支援専門員や関係者の協力も得て

早期支援に努めてきました。また、高齢者虐待対応評価会議（※２）（年

６回開催）やレビュー会議（※３）（年２回開催）を通じて個々の支援事

例の評価を行い、初動期の対応、モニタリング、終結の判断が正しく実

施されているかの検証を行いました。 

 高齢者虐待のうち、夫婦間の虐待についてはドメスティック・バイオ
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レンス（以下「ＤＶ」という。）にも該当するため、平成２７年７月と平

成２８年３月に開催されたＤＶ被害者に関連する部署の連絡会議に参加

し、大阪府子ども家庭センターや吹田市男女共同参画室等の関係機関と

の連携を図りました。男女共同参画室や、生活保護担当課である生活福

祉室とともに「高齢者虐待対応に係る地域包括支援センターとの事務連

携マニュアル」を作成し、他部署とも連携して、高齢者虐待の解消へ向

けて迅速に対応を行っています。 

また、高齢者虐待被害が原因で、居宅からの保護が必要な自立度の高

い介護保険非該当者を対象としている吹田市高齢者虐待対応短期入所生

活介護事業については、平成２７年度は、１件の利用がありました。 

平成２７年度については、「吹田市高齢者虐待防止マニュアル」を法改

正等に対応して改訂し「吹田市養護者による高齢者虐待防止マニュアル」

を整備しました。具体的な支援に当たっては、引き続き必要に応じて地

域ケア会議ブロック別随時会を開催し、高齢者虐待対応の関係機関や専

門家等の支援も受けて、高齢者やその養護者への支援を進めます。 

 

※１ コアメンバー会議（高齢者虐待対応ケースコアメンバー会議）とは、通報

受理後速やかに市の責任において虐待の有無と緊急性の判断を行い、当面の

対応方針を決定するための会議です。 

 

※２ 高齢者虐待対応評価会議とは、コアメンバー会議等で決定した対応方針の

実施経過と状況を評価するため、２か月に１回定期開催する会議です。 

 

※３ レビュー会議とは、モニタリングの漏れをなくすために高齢者虐待にかか

わる全ての事例を見直し、対策や終結を検討するために年２回定期開催する
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会議です。 

 

イ 成年後見制度の活用について 

認知症等により判断能力の低下が見られる場合には、権利擁護の観点か

ら、サービスの利用や財産管理等の支援として、成年後見制度につなげ

ることが必要です。 

平成２７年度は、成年後見制度利用について１０２件の相談があり、

判断能力が十分でない認知症の高齢者等で４親等以内の親族がいない場

合等に行う市長申立てについては、１０件の申立てを行いました。関係

機関との連携としては、社会福祉協議会の日常生活自立支援事業利用者

が適切に成年後見制度に移行できるように、担当者による連携会議を５

回開催し、状況の把握や意見交換を行いました。また、成年後見制度の

内容や相談機関の最新情報を掲載したチラシを作成し、増加する問い合

わせに対応しています。 

平成２３年度（２０１１年度）より、成年後見制度の利用が必要な資

力の乏しい市民を対象に、審判のための請求費や成年後見人等へ支払う

報酬を助成しています。平成２７年度は、審判のための請求費について

は２件、報酬については１０件の助成を行いました。平成２８年度から

は、報酬の助成対象者の要件を広げ、制度の整備を行います。 

平成２８年度については、引き続き市民や地域・事業所等に対して成

年後見制度の周知に努め、必要に応じて市長による申立てを行うととも

に、本人や家族による申立てについても支援を行います。 
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ウ 消費者被害の防止 

認知症高齢者等は、悪質な住宅リフォーム、訪問販売、多重債務等の

消費者被害にあう危険性が高いため、被害を未然に防ぐことが必要です。

平成２７年度については、高齢者や家族、介護支援専門員等から１９件

の相談があり、支援を行いました。平成２８年（２０１６年）１月には、

吹田市多重債務問題対策庁内連絡会に参加し、多重債務者の救済に関し

て必要な連絡調整を行いました。 

平成２８年度も引き続き消費生活センターや大阪弁護士会高齢者・障

害者総合支援センターひまわり等の関係機関と連携するとともに、吹田

市多重債務問題対策庁内連絡会等のネットワーク会議にも積極的に参

加し、消費者被害の防止に努めていきます。また、地域ケア会議等の機

会があるごとに、啓発活動を行っていきます。 

 

エ 困難事例への対応 

高齢者自身が支援を拒否する場合や、高齢者やその家族に重層的な

課題が存在している場合などの困難事例の支援に当たっては、包括セ

ンターの各職種によるチームアプローチや地域の関係機関等様々なネ

ットワークの協力が必要です。 

平成２７年度は、地域ケア会議ブロック別随時会を２回（山田・千

里丘ブロック１回、千里ニュータウン・万博阪大ブロック１回）開催

しました。その中の１例は、認知症高齢者を精神疾患の疑いがある家

族が介護している事例について、具体的な支援・方策の検討を行いま

した。 

平成２８年度も引き続き、関係機関や地域ケア会議等の地域にある
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ネットワークの協力も得ながら、必要な支援を行っていきます。 

また、セルフネグレクト（自己放任）については、高齢者虐待防止

啓発パンフレットを活用した啓発を市民や関係者に行っていきます。 

 

オ 老人福祉施設等への措置の支援 

老人福祉法においては、高齢者虐待等の場合に行う「やむを得ない

事由」による特別養護老人ホームへの入所措置等や、「環境上及び経済

上の理由」による養護老人ホームへの入所等について市町村が措置を

行うことが規定されています。 

平成２７年度は、「やむを得ない事由」による特別養護老人ホームの

入所措置が１件、居宅における介護等の措置が１件、環境上及び経済

上の理由による養護老人ホームの入所措置を２件行いました。 

平成２８年度については、高齢者の生命や安心、安全な暮らしを守

ることを念頭に、制度内容や事務手続きへの理解を深め、必要に応じ

て積極的に措置を活用し、支援を行っていきます。 

 

（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

包括的・継続的ケアマネジメントとは、高齢者が住み慣れた地で暮らし

続けることができるよう、介護支援専門員、主治医、地域の関係機関等の

協力、在宅と施設の連携など、地域における多職種相互の協働等を活用す

ることをいいます。個々の高齢者の状況や変化に応じて包括的かつ継続的

な支援を実現するために、包括センターが地域における連携・協働の体制

づくりや個々の介護支援専門員に対する支援等を目的としています。 
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ア 地域の介護支援専門員の日常的個別指導・相談及び支援困難事例等へ

の指導・助言 

  包括センターでは、地域の介護支援専門員の日常的業務の実施に関し、

介護支援専門員から個別の相談を受けて、居宅サービス計画作成の助言、

サービス担当者会議の開催支援など、専門的な見地から対応しています。

また、地域の介護支援専門員が抱える支援困難事例について、包括セン

ターの各専門職や地域の関係者、関係機関との連携のもとで、具体的な

支援方針を検討し、指導助言等を行っています。 

  平成２７年度の介護支援専門員からの相談件数は１，９３８件で、平

成２８年度についても、引き続き相談支援を行っていきます。 

 

イ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

地域で活動する介護支援専門員を支援するため、地域のネットワーク

構築が包括センターに課せられています。 

  情報交換・対人援助技術のスキルアップや勉強会を行い、介護支援専

門員の支援を行うケアマネジャー懇談会を平成２７年度は３５回開催

し、平成２８年度も引き続き取り組みます。また、吹田市介護保険事業

所連絡会居宅介護支援事業者部会実行委員会にも参加し連携を進めて

いきます。 

介護支援専門員の資質向上を図る観点からも地域ケア会議を開催し

ていますが、平成２８年度も引き続き開催していきます。また、介護、

医療、保健、福祉に係る地域連携ネットワークを構築し、居宅介護支援

事業者に対する医療・保健知識の向上を中心とした育成支援を図ること

により、高齢者が安心して暮らし続けることができる地域をつくること
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を目的として、吹田市域ケアネット実務者懇話会を平成２７年度は２回、

ケアマネ塾は５回開催しています。平成２８年度の取組については、在

宅医療・介護連携推進事業に関する取組（２８ページ）を参照してくだ

さい。 

 

 

４ 指定介護予防支援業務 

 

介護保険認定申請の結果、要支援１、２の認定を受けた方を対象に要介護

状態になることを予防するために、本人の心身の状況や本人及び家族の希望

も考慮しながらケアプランを作成し、心身状態の維持・改善を目指した介護

保険サービスを利用して、在宅生活が継続できるよう支援しています。 

平成２７年度３月末時点の要支援認定者数５，２４７人のうち、介護保険

サービス利用者数は３，４３６人です。 

包括担当数は１，１６９人、委託担当数（居宅介護支援事業所にケアプラ

ン作成を委託）は２，２６７人で、委託率は６６．０％です。 

各包括センターの委託事業所への委託割合は８．７％～１９．１％となっ

ています。 

また、平成２７年度の終了理由で最も多いのは要介護への移行で６３．５％

を占めています。自立により終了した割合は１４．０％で微増しています。   

平成２８年度も、要支援者が心身状態の維持・改善を目指したサービス利

用ができるよう、居宅介護支援事業所の協力を得ながら支援に取り組んでい

きます。 
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５ 認知症支援に関する取組 

 

   平成２７年 1月に発表された「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラ

ン）」（※１）は、認知症の人の意志が尊重され、できる限り住み慣れた地域

のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指すため

に、７つの柱に沿って、「認知症高齢者等にやさしい地域づくり」を推進して

います。本市におきましても、第６期吹田市高齢者保健福祉計画・介護保険

事業計画（平成３７年（２０２５年）を見据えた平成２７年度～平成２９年

度の３か年計画）では、認知症高齢者等の支援は、地域で支え合って暮らす

ための重点課題の一つとして掲げ、これまでに取組んできました認知症サポ

ーター養成講座（以下、「講座」という。）や認知症地域サポート事業（認知

症高齢者徘徊捜索模擬訓練）を通じて認知症に関しての理解を深める啓発、

地域での見守りや支え合いについて地域主体で考える取組、地域での活動意

欲のある認知症サポーター（以下、「サポーター」という。）交流会から発展

した住民主体の活動への支援等の地域づくり活動、認知症の医療を行う医療

機関との連携等に加えて、平成２７年度の介護保険制度改正に伴い、地域支

援事業に位置づけられた新規事業である認知症総合支援事業実施に向けて取

組んでいきます。 

 

  ※１ 認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）は、厚生労働省が関係府省庁（内

閣官房、内閣府、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、法務省、文部科学省、農

林水産省、経済産業省、国土交通省）と共同して策定しています。具体的な施策

は以下のとおり。 

① 認知症の理解を深めるための普及・啓発の促進 
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② 認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供 

③ 若年性認知症施策の強化 

④ 認知症の人の介護者への支援 

⑤ 認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進 

⑥  認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテーションモデル、介護モデル等

の研究開発及びその成果の普及・啓発 

⑦ 認知症の人やその家族の視点の重視 

 

（１）認知症総合支援事業実施に向けての取組 

  平成２９年４月に認知症初期集中支援事業（※２）を行うために委託事業

者の選定に向けて、平成２７年１０月から、吹田市医師会や介護保険事業者

連絡会等から協力を得て、認知症初期集中支援チーム設置検討委員会を開催

しています。 

平成２９年４月に認知症地域支援・ケア向上事業（※３）における認知症

地域支援推進員を配置するため、平成２８年度に医療や保健・福祉の専門的

な見地からの意見聴取の場を設置する予定です。 

いずれも平成２８年８月に公募し、同年１０月にプロポーザル方式により

委託事業者を選定する予定です。選定後は事業開始に向けて、認知症初期集

中支援チーム及び認知症地域支援推進員の活動について市民や関係機関への

周知に取り組み、認知症の人やその家族に対して、できる限り早い段階から

の支援を開始し、地域における医療・介護等の連携の推進を図ることで、認

知症の人やその家族を支援するための体制づくり等これまでの取組をより実

効性のあるものとして発展させていきます。 
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※２ 認知症が疑われる人や家族に対して、医療職、介護職が訪問して状況を把握

し、専門医に助言を受けながら支援方針を検討し、医療・介護サービス利用に

向けて初期集中支援を行う「認知症初期集中支援チーム」の設置事業。平成３

０年度（２０１８年度）までに全市町村で設置が義務づけされている。 

 

※３ 認知症になっても住み慣れた地域で生活を継続するために、認知症の容態に

応じ、全ての期間を通じて必要な医療・介護及び生活支援を行うサービス機関

が有機的に連携したネットワークを形成し、認知症の人への効果的な支援体制

の構築、認知症ケアの向上を図るための取組の推進役である認知症地域支援推

進員の配置事業。平成３０年度までに全市町村で設置が義務づけされている。 

 

（２）認知症キャラバン・メイトの養成 

  地域や職域における認知症に関する啓発活動を進めていくために、講座の

講師役となる認知症キャラバン・メイト（以下「メイト」という。）養成研修

を全国キャラバン・メイト連絡協議会との共催や、平成２５年度（２０１３

年度）以降については大阪府等のメイト養成研修を受講することで、平成２

７年度末において、前年度末から１９人増の２１９人が活動登録しています。 

メイトは、講座の講師役という役割だけでなく、包括センターとともに地

域ネットワーク構築の中心的役割を担ってもらうこともねらいとしています。

介護保険事業者職員等からメイトになりたいという要望がある場合には、平

成２８年度も大阪府等のメイト養成研修を活用し、養成していきます。 

     

（３）メイトのスキルアップと組織化 

  年１回、フォローアップの機会として、認知症についての理解を深める学
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習、講座の基本内容を踏まえ、受講対象者に応じた使用媒体の工夫等講座内

容に関する交流、当該年度の市や各ブロックでの取組内容の共有等を図るこ

とを目的に、メイト全体研修を実施しています。平成２８年度も引き続き、

全体研修を実施し、講座の企画、関係機関への働きかけ、講座内容の充実等

スキルアップと地域ネットワーク構築の中心的役割としての意識の向上を図

っていきます。また、必要に応じて、サービス整備圏域ごと（以下、「ブロッ

ク」という。）のメイト・ブロック会議を実施し、地域特性に応じた講座の企

画等を行う等メイト同士の連帯感を培うための組織化にも継続して取り組ん

でいきます。 

 

（４）認知症サポーターの養成 

サポーター養成数は、平成２７年度末で、前年度末から３，２２１人増の

１４，１４７人を養成することができました。今後の養成目標数は、「認知症

施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」を指標に、平成２９年度までに人口

の６％にあたる２１，７００人の養成を目標として引き続き取組んでいきま

す。 

  これまで、出前講座として依頼をいただく他、高齢者と接する機会の多い

団体に働きかけて講座を行ってきましたが、平成２７年度は、認知症地域サ

ポート事業に取り組んだ西山田地区、岸部地区では地域住民等あわせて５９

５人のサポーターが誕生しました。また、ブロックごとに市民対象講座を開

催し、６会場で１８８人が受講しています。 

企業・職域団体では、大阪府吹田警察署員対象に、平成２２年度（２０１

０年度）に続いて、２回目を開催し３３０人が受講しました。薬局や鍼灸師

会からの依頼の他、メイトが企画して病院の医師、看護師、事務員等の医療
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関係者等３１３人が受講、行政では新規採用職員・水道部職員、消防署員等

３７０人が受講しました。 

   平成２８年度は、包括センターごとの市民対象講座の開催、大阪府高齢者

にやさしい地域づくり推進協定を締結した企業等高齢者見守り事業者、行政

の新規採用職員等、大学の多い市の特性を活かした大学生対象、小・中学校

の児童・生徒対象等の教育委員会等の関係機関への講座開催を働きかけてい

きます。講座受講者にはオレンジリングが渡されますが、市報などを活用し、

オレンジリングの周知・啓発も行っていく予定です。  

  

（５）認知症サポーターへの活動支援 

ア サポーターフォローアップ研修 

講座を受講した方を対象としたサポーターフォローアップ研修（講

演会と活動報告の二部構成）を平成２５年度に初めて開催して以来、

年１回、定期的に実施しています。認知症についてや、認知症の人や

その家族を取り巻く現状や課題について理解を深めることで、サポー

ターとしての役割のふりかえりの機会とするとともに、個人や団体に

よる活動報告等市民の方が行うことで共感が得られ、新たな地域活動

への関心を呼ぶ等地域活動への関心の高まりがみられます。 

平成２８年度も継続して、サポーターのフォローアップ研修を実施

するとともに、サポーターとしての具体的な活動を後押しするステッ

プアップ研修等も検討していく予定です。 

 

イ サポーター交流会 

平成２５年度第１回目のフォローアップ研修の後、市民公益活動セ
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ンター（ラコルタ）との共催で、活動意向のあるサポーター交流会を

積み重ねることで、平成２６年度は、東山田地区では「おれんじの和」

というグループが立ち上がり、山三地区では平成２７年４月に特別養

護老人ホームとの協働で集いの場（カフェ）の開設など地域での発展

につながることができました。平成２７年度は、身近な地域でのサポ

ーターの仲間づくり、サポーター主体の地域活動への支援を行うため

にブロック別サポーター交流会を１４回開催しました。その結果、Ｊ

Ｒ以南ブロックでは施設でのステップアップ研修やボランティア活動

につながる取組について、千里山・佐井寺ブロックではカフェ開催に

向けて検討を重ねているところです。 

平成２８年度も継続して、ラコルタとの共催によるサポーター交流

会（ブロック別、全体交流会）を開催し、活動意向のあるサポーター

同士の情報交換を通じて具体的な活動に結び付くような支援を行って

いきます。 

 

（６）認知症の医療を行う医療機関との連携 

ア さわ病院認知症疾患医療センターとの連絡会 

平成２４年度（２０１２年度）から、概ね、年２回、さわ病院認知

症疾患医療センター（※４）との連絡会を開催し、医師も含めての事

例検討を行うことで認知症の病状の理解等包括センター職員のスキル

アップにつながる取組や専門医療機関、かかりつけ医との連携方法等

連携のシステムづくり、認知症総合支援事業実施に向けての意見交換

や助言を得ています。 

平成２８年度も継続して、さわ病院認知症疾患医療センターとの連
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絡会を開催し、認知症の予防から早期診断、かかりつけ医との連携や

支援困難事例の対応、認知症総合支援事業実施に向けて等、様々な分

野で適切な支援がより推進されるよう検討を行います。 

 

※４ 認知症疾患医療センターとは、認知症専門医療の提供と介護サービス事業者

との連携を担う中核機関として都道府県の指定を受けた医療機関。専門的な診

断や周辺症状への対応の他、専門職研修会、地域住民への認知症に対する啓発

活動や相談、地域における医療と介護の連携拠点として、包括センターとの連

携強化を図ること等が役割である。 

 

イ 吹田市医師会へのアンケート調査 

平成２６年度には、吹田市医師会の協力を得て、認知症の相談や診

断が可能な診療所や総合病院を把握し、認知症支援に関するガイドブ

ック（別冊：医療機関情報）としてまとめ、かかりつけ医のいない場

合等の総合相談の際に活用していますが、平成２８年度は、２年に一

度の更新年度にあたるため、吹田市医師会の協力を得て、アンケート

調査を実施予定としています。 

 

（７）認知症の人及びその家族への支援 

ア 認知症支援ガイドブック、認知症ケアパスの作成・普及 

認知症本人・家族のニーズ調査の分析結果において相談体制の充実

を望む声があったことから、平成２４年度に認知症支援に関するガイ

ドブックを作成し、総合相談での活用と合わせて、関係機関や医療機

関への配付を行いました。平成２７年度は、ガイドブックを更新する
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とともに、「認知症ケアパス（※５）」を作成し、平成２８年３月の市

報に挟み込み、全戸配布した他、ホームページへの掲載、医療機関や

介護保険事業者等広く市民や関係機関に情報発信しました。平成２８

年度は認知症支援ガイドブック・認知症ケアパスの情報更新を行いま

す。 

 

   ※５ 認知症の人が、いつ、どこで、どのような支援を受けることができるかなど

認知症の状態に応じた適切なサービス提供の流れを示すもの。 

 

    イ 居場所づくり 

平成２７年度には、介護保険事業者や市民団体が運営主体となって

９か所の「認知症カフェ」（※６）が立ち上がっています。運営団体の

相互交流の場として、交流会準備会が平成２８年１月に開催され、平

成２８年４月に「吹田市認知症カフェ交流会」が発足しました。市や

包括センターの役割として、交流会開催場所の確保や「認知症カフェ」

の市民への周知等の後方支援を行っていきます。 

 

 ※６ 認知症の人やその家族、地域住民、専門職等の誰もが参加でき集う場。通常

のカフェとの違いは、カフェ全体で認知症の人や家族が過ごしやすい環境をつ

くっていること。 

 

ウ 認知症家族の会「吹田コスモスの会」との連携 

平成２７年度は、家族交流機会の拡大のため、総合福祉会館以外の

会場での実施を提案し、平成２８年３月には千里ニュータウンプラザ
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での開催につながり、千里山地域からの新規参加者がありました。平

成２８年度も引き続き、講座や総合相談での「吹田コスモスの会」情

報提供、交流会や役員会への参加を通じての認知症の人やその家族で

ある当事者のニーズ把握をし、市の認知症支援施策への反映や相互共

有等を図っていきます。 

 

エ 認知症地域サポート事業（認知症高齢者徘徊捜索模擬訓練） 

吹田市全体で認知症高齢者や家族を見守り、支えていく仕組みを構

築するための取組として、平成２５年度は藤白台地区にて、平成２６

年度は千三地区にて、「認知症地域サポートモデル事業」を実施しまし

た。  

２年間のモデル事業を経て、平成２７年度には、新規事業として「認

知症地域サポート事業」（以下、「事業（訓練）」という。）を西山田地

区、岸部地区において実施しました。西山田地区では、１１月８日（日）

１０８人が参加、岸部地区では、１１月２１日（土）１０７人が参加

し、「知らない人に声をかけるには、とても勇気がいって難しさが身に

しみましたが、経験できて勉強になりました。」「訓練とはいえ、声か

けは緊張しました。本番ではどんな方かわからないので戸惑うと思い

ますが相手の気持ちに寄り添うように話しかけていきたい。」「地域ぐ

るみで、安心して暮らせるまちづくりに取り組んで居ることに感動し

ました。」等の感想が聞かれました。両地区とも事業（訓練）当日の講

演会、終了後のふりかえりとして報告会・意見交換会を開催され、平

成２８年２月には、高齢者見守り体制づくり講演会にて地区の代表者

が実践報告を行い、住民主体の取組として普及啓発を図りました。平



27 

 

成２８年度も引き続き、「認知症になっても安心して暮らせるまち吹田」

の実現に向けて、住民主体の取組を進めるために５月市報にて事業（訓

練）実施希望地区を募集します。 

 

（８）高齢者見守りネットワーク体制の構築 

平成２８年３月末現在、徘徊高齢者ＳＯＳネットワーク事業登録事業者は

前年同月比から９４か所増の４４９か所となっています。徘徊高齢者ＳＯＳ

ネットワーク事業登録者数は、平成２８年３月末現在、前年同月比５３人増

の１２１人となっています。平成２７年度には徘徊高齢者ＳＯＳネットワー

ク事業を活用した捜索依頼は７人ありましたが、他市での発見・保護を含め

て全員無事でした。平成２７年５月には地域ケア会議にて、徘徊行動の心配

がある高齢者の徘徊高齢者ＳＯＳネットワーク事業への登録勧奨、下着類や

靴等への記名を促すなど行方不明になった際に早期発見につながる工夫に

ついて支援者である関係機関への啓発に努めました。 

平成２８年度も日常業務等をとおして高齢者支援事業者との見守り事業

や、徘徊高齢者ＳＯＳネットワーク事業の事業者登録の促進に取り組むとと

もに、「大阪府高齢者にやさしい地域づくり連携協定」（※７）を締結した企

業等の事業者登録勧奨を進めます。高齢者支援事業者との見守り事業や、徘

徊高齢者ＳＯＳネットワーク事業に新規登録した事業者への講座の受講や、

高齢者見守り体制づくり講演会への参加勧奨も働きかけていきます。 

 

  ※７ 認知症徘徊行動等による行方不明高齢者の早期発見・保護への協力や見守

り等を通じた、高齢者にやさしい地域づくりの実現を図るため、民間の協力

事業者と平成２７年９月に締結。締結している企業はコンビニ４社。 
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６ 在宅医療・介護連携推進事業に関する取組 

 

  平成２７年度の介護保険制度改正に伴い、地域支援事業に位置づけられた

在宅医療・介護連携推進事業（※８）は、医療と介護の両方を必要とする状

態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続ける

ことができるよう、在宅医療と介護サービスを一体的に提供することを目的

とした事業です。平成３０年４月には、すべての市町村において、在宅医療・

介護連携推進事業として８つの事業を実施することとなりました。 

本市では、在宅医療と介護の連携を促進するため、在宅医療の現状につい

て共通理解を深め、連携の方法や取組等について検討、協議、進捗管理を行

う場として、平成２７年度に「吹田市在宅医療・介護連携推進協議会準備会」

（以下、「準備会」という。）を設置し、３回開催しました。 

準備会は医療や介護関係者等１０人で構成され、在宅医療・介護連携にか

かる課題の抽出と対応策の検討を中心にすすめています。 

平成２８年度は、準備会で検討された在宅医療と介護の課題と対応策の具

体化を推進し、医療と介護の連携を強化するために「吹田市在宅医療・介護

連携推進協議会」（以下、「協議会」という。）を設置します。協議会は、医療

や介護関係者等１３名で構成され、年２回開催予定としています。また、従

来から行っています「吹田市ケアネット実務者懇話会（※９）」を同協議会の

部会として位置づけ、具体策の検討や推進を図っていきます。 

 

  ※８ 在宅医療・介護連携推進事業における事業項目 

    ① 地域の医療・介護の資源の把握 

    ② 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 
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    ③ 切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進 

    ④ 医療・介護関係者の情報共有の支援 

    ⑤ 在宅医療・介護連携に関する相談支援 

    ⑥ 医療・介護関係者の研修 

    ⑦ 地域住民への普及啓発 

    ⑧ 在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 

      ①～⑧までの項目について、平成３０年４月には全市町村で取り組むことが

必要である。また、地域の実情や①から⑧それぞれの取組の専門性に鑑みて委

託も可能とされている。 

 

※９ 吹田市域の介護･医療･保健･福祉に係る地域連携ネットワークを構築し、居宅

介護支援事業者に対する医療･保健知識の向上を中心とした育成支援を図るこ

とにより、高齢者が安心して暮らし続けることができる地域をつくることを目

的として設置。 
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